
第１章 基本的事項 

第１節 法的根拠 

本ごみ処理基本計画（以下、本計画とする）は、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（以下、廃棄物処理法とする）第６条第１項に基づき策定する。 

 

第２節 適用範囲 

1 対象地域 

本計画は、長崎市（以下、本市とする）全域を計画対象区域とする。 

 

2 計画の期間 

本計画は、平成 24 年度から平成 38 年度までの 15 年間を計画期間とする。 

また、計画目標年度、中間目標年度を以下のように設定する。 

なお、本計画は概ね 5 年間毎に改訂するほか、計画策定の前提条件となって

いる諸条件に大きな変更があった場合、見直しを行うものとする。 

 

計 画 期 間 

計 画 目 標 年 度 

中 間 計 画 目 標 年 度 

：

：

：

15 年間（平成 24年度から平成 38年度） 

平成 38年度 

平成 27年度 

注：中間目標年度は、長崎市第四次総合計画(平成 23年 3月策定)に基づき設定した。 

 

3 対象とする廃棄物  

本計画の対象とする廃棄物は、家庭及び事業所等から排出される一般廃棄物

とする。 

 

第３節 計画の位置づけ 

一般廃棄物処理計画は、図 3-1 に示すとおり、ごみ及び生活排水に係る基本

計画（長期計画）と各年度毎に作成する実施計画からなる。 

本計画は、一般廃棄物の内、ごみ処理に係る基本計画を定めるものとする。 
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図 3-1 処理計画の構成 

 

第４節 本計画の性格と役割 

本計画は、平成 18年 9月に本市が策定した「一般廃棄物処理基本計画（ごみ

処理基本計画）」（以下、前回計画とする）の見直しを行うものとする。 

前回計画では、ごみ処理の課題として、資源化の促進、合併に伴う分別収集

の統一、新焼却施設の整備、最終処分場の延命化などが挙げられていた。 

本計画では、前回計画で挙げられていた課題への対応や平成 22 年度において

目標としていた減量化や資源化の達成状況の評価も併せて行うものとする。 

また、前回計画以降、国の廃棄物処理法に基づく基本方針「廃棄物の減量そ

の他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本

的な方針(平成 22 年 12 月)」や「長崎県廃棄物処理計画(平成 23 年 3月)」が改

定され、ごみの減量や再生利用の目標が新たに示された。 

本計画では、これらの目標を踏まえ、新たな目標や計画の策定を行うものと

する。 
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第２章 長崎市の概要及び将来構想 

第１節 長崎市の概要 

1 自然環境 

1-1 位置・面積 

本市の位置を図 1-1-1 に示す。 

本市は九州の西端、長崎県の南部に位置し、長崎半島から西彼杵半島の一部

を占めており、東西約 42km、南北約 46km、面積は 406.40km2（平成 22 年 12 月

現在）である。 

また、本市は、長崎県の県庁所在地であり、政治、経済、文化の中心都市と

して位置づけられている。 

 

 

図 1-1-1 本市の位置 
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1-2 地 勢 

本市は、西側、南側、東側で海に面し、五島灘、橘湾、大村湾が広がってい

る。また、市域の背骨を通るように山稜が位置し、標高 590ｍの八郎岳を最高点

とする 300 から 400ｍ級の山々が連なり、リアス式の長く複雑な海岸線とあい

まって「海と緑」を身近に感じることのできる豊かな自然に恵まれている。 

長崎港内部の造成地とそこに注ぐ中島川周辺や、浦上川沿いの南北に細く連

なる比較的平坦な地域には、商業・業務機能が集積しており、平坦地が少ない

ため、長崎港に面し山腹を這い上がるように形成された斜面市街地とあいまっ

て、独特な都市景観を創りだしているが、このことは、本市の廃棄物行政を遂

行するにあたり種々の制約となっている現状がある。 

また、新しい市街地が丘陵の外縁部に展開している。図 1-2-1 に本市の地勢

を示す。 

 

 

 

図 1-2-1 本市の地勢 
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1-3 気 候 

長崎海洋気象台における気象概要（平成 22 年）を表 1-3-1、図 1-3-1 に示す。 

本市周辺の気候は、黒潮の支流である対馬海流の影響を受けて海洋性を呈し、

冬は温暖で夏は比較的涼しく、気温の較差は小さい。本市の平成 22 年の降水量

は、4 月から 7月に多く 11 月が最も少ない。 

 

表 1-3-1 気温、降水量の状況(平成 22年) 

 

資料：長崎海洋気象台 

 

図 1-3-1 気温、降水量の状況 
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2 社会環境 

2-1 人口・世帯数 

本市の人口、世帯数、世帯人口の推移を表 2-1-1 及び図 2-1-1 に示す。 

本市の人口は、昭和 60 年以降減少していたが、平成 17 年の香焼町、伊王島

町、高島町、野母崎町、外海町、三和町との合併及び平成 18 年の琴海町との合

併により、平成 22 年度は 443,469 人となった。 

また、世帯数については、人口とは逆に年々増加し、平成 22 年における 1 世

帯当たりの人口は、約 2.4 人となっている。 

 

表 2-1-1 人口及び世帯数の推移 

 

 

図 2-1-1 人口及び世帯数の推移 
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年齢別人口比率の推移を図 2-1-2 に示す。 

０歳から 14 歳までの「年少人口」比率は、年々減少を続け、逆に、65 歳以

上の老齢人口比率は増加している。 

 

 

資料：国勢調査 

図 2-1-2 年齢別人口比率の推移 
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2-2 産 業 

本市の産業別従業者数の推移を表 2-2-1、図 2-2-1、産業別事業所数の推移を

表 2-2-2、図 2-2-2 に示す。 

本市の従業者数、事業所数ともに、第３次産業が大半を占めており、平成 18 

年度で従業者数では 80.4％、事業所数では 87.9％となっている。 

本市は産業構造、就業構造の両面からみて、サービス業を中心とした第３次

産業に特化しているといえる。 

 

表 2-2-1 産業別従業者数の推移 
                         単位：人 

 

資料：長崎市統計年鑑 

 

図 2-2-1 産業別従業者数の推移
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表 2-2-2 産業別事業所数の推移 

 

資料：長崎市統計年鑑 

 

図 2-2-2 産業別事業所数の推移 
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2-2-1 農 業 

本市は、地形的に平坦部が少なく、耕地が分散しており、その大半は急傾斜

の山腹に階段状に展開している。 

本市の専兼業別農家数の推移、経営耕地面積規模別農家数割合（平成 17 年）

を表 2-2-1-1、図 2-2-1-1 に示す。 

本市の農業は農業後継者の減少、農業就業者の高齢化という問題を抱え、国

際的には農産物の輸入の増加などにより農家数は減少傾向にある。 

経営耕地面積規模別農家数をみると、本市の地形的な特徴から小規模農家が

大半を占めている。 

 

表 2-2-1-1 専兼業別農家数推移 
                           単位：戸 

 

 

資料：長崎市統計年鑑 

 

図 2-2-1-1 経営耕地面積規模別農家数割合（平成 17 年） 
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また、経営耕地種別面積（平成 17 年）を図 2-2-1-2 に示す。これに示すよ

うに、経営耕地種別面積では、本市の特産品であるびわに代表されるように、

樹園が 58％と最も多く、畑が 23％、田が 19％となっている。 

 

図 2-2-1-2 経営耕地種別面積（平成 17年） 

資料：長崎市統計年鑑 

 

2-2-2 水産業 

本市の水産業は、恵まれた漁場と豊かな水産資源に支えられた日本で有数の

漁業基地として発展してきたが、200 海里漁業水域の定着や漁場環境の悪化な

どによる資源減少、就業者の高齢化など極めて厳しい状況にある。 

図 2-2-2-1～3 に水揚量の推移、入港漁船数の推移、業種別水揚量の割合（平

成 21 年度）を示す。 

これに示すとおり、平成 21 年度の水揚量、入港漁船数とも減少している。ま

た、業種別水揚量の割合は、まき網物が 41％と最も多く、次いで冷凍買取販売

が 40％となっている。 

 

田 19%

畑 23%

樹園 58%
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図 2-2-2-1 水揚量の推移 

資料：長崎市統計年鑑 

 

 

図 2-2-2-2 入港漁船数の推移 

資料：長崎市統計年鑑 

 

  
図 2-2-2-3 業種別水揚量の割合（平成 21 年度） 

資料：長崎市統計年鑑 
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2-2-3 製造業 

本市の製造業の事業所数等の推移を表 2-2-3-1、図 2-2-3-1 に、産業別事業

所数の割合（平成 21 年）を図 2-2-3-2 に示す。 

本市の製造業をみると、事業所数は減少傾向にあり、従業者数は、ほぼ一定

となっている。また、製造品出荷額は平成 18 年以降増加傾向に転じている。 

産業別事業所数の割合では、食料品製造業が最も多く 35％を占めており、次

いでその他の製造業 16％、金属製品製造業 13％となっている。 

 

表 2-2-3-1 製造業の事業所数等の推移 

 

資料：長崎市統計年鑑 

 

図 2-2-3-1 製造業の事業所数等の推移 
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図 2-2-3-2 産業別事業所数の割合（平成 21 年） 

資料：長崎市統計年鑑 

 

2-2-4 商 業 

本市における商店数、従業者数、年間商品販売額の推移を表 2-2-4-1、図

2-2-4-1 に、産業別商店数の割合（平成 19 年）を図 2-2-4-2 に示す。 

これに示すように、平成 11 年以降、商店数、従業者数は減少傾向にある。 

また、産業別商店数の割合は、飲食料品小売業が最も多く 32.9％であり、次

いでその他の小売業が 26.8％、卸売業が 19.9％となっている。 

 

表 2-2-4-1 商店数・従業者数・年間販売額の推移 

 

資料：長崎市統計年鑑 
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図 2-2-4-1 商店数・従業者数・年間販売額の推移 

 

 
図 2-2-4-2 産業別商店数の割合（平成 19 年） 

資料：長崎市統計年鑑 
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2-3 観 光 

本市の観光客数の推移を表 2-3-1、図 2-3-1 に示す。これに示すように、観

光客数は、ここ数年では年間約 500 万人以上で推移している。 

 

表 2-3-1 観光客数の推移 

 

資料：長崎市統計年鑑 

 

図 2-3-1 観光客数の推移（総数） 
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また、月別観光客数（平成 21 年）は図 2-3-2 に示すとおりであり、８月は

60 万人以上が本市を訪れている。 

 

 

図 2-3-2 月別観光客数 (平成 21年） 

資料：長崎市統計年鑑 

 

3 生活環境 

3-1 上水道 

本市における上水道の給水人口と給水戸数の推移を図 3-1-1 に示す。これに

示すように、本市では、給水人口は減少しているが、給水戸数は増加傾向にあ

る。 

 

図 3-1-1 上水道給水人口と給水戸数の推移 

資料：長崎市統計年鑑 
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3-2 下水道 

本市における公共下水道普及率と水洗化率の推移を図 3-2-1 に示す。 

本市の下水道整備事業の普及率は平成 21 年度で 87.9％であり、長崎県全体

の 55.5％よりも高い値である。また、本市の水洗化率は 93.9％であり、長崎県

全体の 88.3％よりも高い値となっている。 

 

 

図 3-2-1 公共下水道の普及率と水洗化率の推移 

資料：長崎市統計年鑑 

 

4 都市環境 

4-1 土地利用状況 

本市の地目別面積の推移を表 4-1-1、平成 22 年度の割合を図 4-1-1 に示す。 

平地に乏しく、市街地が長崎港を取り巻く山の斜面や周辺の海岸沿いに形成

されている本市においては、山林が 31.6％を占めており、畑 15.7％、宅地 11.6％

となっている。 

 

40

50

60

70

80

90

100

H17 H18 H19 H20 H21

％

年度
長崎市下水道普及率 長崎市水洗化率

長崎県下水道普及率 長崎県水洗化率

－18－



表 4-1-1 地目別面積(評価総地積)の推移 

 

資料：長崎市統計年鑑 

 

 

図 4-1-1 地目別面積の割合（平成 22 年度） 
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4-2 道路整備の状況 

本市の道路整備の状況（平成 21 年度）を表 4-2-1 に示す。舗装率は、国道

で 98.4％、県道で 93.5％、市道で 96.9％となっている。 

 

表 4-2-1 道路整備の状況（平成 21 年度） 

 
資料：長崎市統計年鑑 

 

5 財政条件 

本市の財政状況（一般会計）は図 5-1,5-2、表 5-1 のとおりである。 

平成 21 年度の一般会計決算額（歳入）は 2,079 億円であり、前年度より約 4％

の伸びが見られるが、過去５年間では約 2,000 億円前後で推移している。財源

別にみると、自主財源率は約 43％程度である。 

一方、歳出についてみると、平成 21 年度で民生費が本市全体の 39.7％、総

務費が 14.1％を占める。また、財政の目安ともいえる公債費は平成 21 年度に減

少し 13.3％となっている。 

 

 

図 5-1 歳入内訳の推移 
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図 5-2 歳入内訳（平成 21 年度） 

 

表 5-1 歳出内訳 
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第２節 長崎市の将来構想 

本市では、第四次総合計画において平成 23 年度から平成 32 年度までの基本

構想を策定し、目指すべき将来の都市像を「個性輝く世界都市 希望あふれる

人間都市」と定め、新世紀にふさわしいまちづくりを進めている。 

 

【基本構想 まちづくりの方針】 

A  私たちは「住む人が誇り、だれもが訪れたいまち」をめざします 

B  私たちは「平和を願い、求め、つくるまち」をめざします 

C  私たちは「活力に満ち、発展し続けるまち」をめざします 

D  私たちは「環境と調和する潤いのあるまち」をめざします 

E  私たちは「安全・安心で快適に暮らせるまち」をめざします 

F  私たちは「人にやさしく、地域でいきいきと住み続けられるまち」を

めざします 

G  私たちは「豊かな心を育むまち」をめざします 

H  基本構想の推進（つながる＋創造する） 

 

この基本構想は、まちづくりに関わるすべての人々が、希望をもってともに

取り組むために共有する「将来の都市像」を掲げるとともに、その実現に向け

た基本的な姿勢や道筋を示している。 

本計画に関わるごみ処理に関しては、基本施策の１つとして[D 私たちは「環

境と調和する潤いのあるまち」をめざします]として、以下の基本施策が示され

ている。 

 

基本施策：循環型社会の形成を推進します 

個別施策： 

１．ごみ排出量の削減とリサイクルを推進します 

２．廃棄物の適正処理と処理施設の整備を進めます 

成果指標： 

１．リサイクル率：21％（平成 27 年度） 

２．ごみの 1 人 1 日あたりの排出量：963g（平成 27 年度） 

３．最終処分場の年間埋立量：25,700t（平成 27 年度） 
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